
本研究では、日本の高等学校で2022年４月から必修化された金融教育について取り上げる。
2022年は日本の金融教育にとって大きな転換点であった。金融教育の必修化に加え、金融教
育の重要性が高まるであろう成年年齢の引き下げ、そして岸田内閣が推進する資産倍増計画で
ある。また足下では、政府の検討分科会において、2024年に新たな金融教育推進機構を立ち
上げ、個人の資産形成を中立的に助言する専門資格を創設する事が報道されている。

このような金融教育の機運の高まりの中、政府、業界団体だけでなく金融機関を中心とした
民間部門においても積極的に金融リテラシー教育を推進する企業が増加している。ただ一方で、
過去に世界又はアジア諸国と比較調査されたデータによると、日本の金融リテラシーの水準は、
相対的に低位に留まっている。

こうした日本の現状を踏まえ、日本の金融教育のあり方を問題意識とし、SMBCコンシュー
マーファイナンス株式会社（以下、CF社）は2011年よりCSR（企業の社会的責任）活動の一
環として、「PROMISE 金融経済教育セミナー」を実施している。本研究では、「PROMISE 金
融経済教育セミナー」受講者を分析対象とし、先行研究・事例と比較し論じていく。

大藪・奥田（2014）は、金融教育の重要性を示しているものの、学校教育において授業時
間数が限られている点を金融教育の課題として指摘している。また、殿垣（2023）による
と、国民性が金融リテラシーの獲得に与える影響が強いとされる一方、日本は保守的な国民性
であるため、個の主張がしやすい教育形態を作ることが重要であると示している。さらに竹本

（2017）は、金融教育には知識教育からPBL的な教育といった段階的・体系的な遷移が必要で
あると提言している。

分析手法として、「PROMISE 金融経済教育セミナー」を実際に受講した高校生、専門学校
生に対して行ったアンケートを検証した。アンケート結果からは、「PROMISE 金融経済教育
セミナー」は受講者の金融リテラシー向上に対し一定の効果が見られることがわかったものの、
一方で限界も見えてきた。

そこで研究では「PROMISE 金融経済教育セミナー」の今後の方向性を提言、延いては日本
の金融教育プログラムの確立に向けた助言となることを目的とする。
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１	 はじめに

1.1　研究背景
2022年、日本の金融教育は大きな転換点を迎え
た。成年年齢の引き下げ、高等学校の学習指導要領
の改訂、そして岸田内閣が推進する資産倍増計画で
ある。また足下では、政府の検討分科会が、2024年
に新たな金融教育推進機構を立ち上げ、個人の資産
形成を中立的に助言する専門資格を創設する事が報
道されている。このように、金融教育の機運が高
まっている中、政府や業界団体だけではなく、金融
機関を中心とした民間企業においても積極的に金融
リテラシー教育を推進している企業が増加してお
り、今後も増えてくると考えられる。
企業のCSR活動として、事業の専門性を活かし

た教育CSR活動にも力を入れている。実際に教育
CSR活動実施理由として、「企業のイメージ向上や
社員の社会貢献意識向上にあてはまり、企業のブラ
ンドイメージ向上や長期的な業績向上効果が間接的
に表れると指示する企業が多い傾向が見られた。」
とされ（青木、大石、廣谷，2016）、「アメリカでは
民間企業による教育活動が進んでおり、教育政策立
案への参画という段階にまで及んでいる」とされ
る。（鈴木，2013）
日本の教育現場では、金融教育が学校で推進され
るようになったのは「金融教育元年」と呼ばれる
2005年以降である。しかしながら、それ以降の日本
における金融教育が充実したとは言い難い。金融教
育元年から10年経過した2015年９月に金融広報中央
委員会から文部科学省へ「次期学習指導要領改訂に
向けた要望書」が提出された以降に、段々と金融教
育への重要性が浸透され、2022年４月からは、高等
学校における金融教育が拡充された。
そこで本研究では、日本における金融リテラシー
教育水準の向上を期待しつつ、先行研究や世界で実
施されている教育からの知見を得て、日本の金融教
育の質と量が一層向上することを目的とし、企業が
実施する金融教育におけるCSR活動による効果を
検証する。

1.2　金融教育について
まず金融教育の定義について、日本においては、
2016年に金融広報中央委員会が「金融教育プログラ
ム（全面改訂版）」の中で、「金融教育は、お金や金
融の様々な働きを理解し、それを通じて自分の暮ら
しや社会について深く考え、自分の生き方や価値観
を磨きながら、より豊かな生活やよりよい社会づく
りに向けて、主体的に行動できる態度を養う教育で
ある。」と定義している（金融広報中央委員会，2016）。
また、2005年のOECDにおける金融教育の定義
としては「金融の消費者ないし投資家が、金融に関
する自らのwell-being（良い暮らし）を高めるため
に、金融商品、概念およびリスクに関する理解を深
め、情報、教育ないし客観的な助言を通じて（金融
に関する）リスクと取引・収益機会を認識し、情報
に基づく意思決定を行い、どこに支援を求めるべき
かを知り、他の効果的な行動をとるための技術と自
信を身につけるプロセス」とされている。（OECD，
2005）
このように金融教育については、国際的な会合で
も取り上げられるなど、日本だけではなく国際的に
重要な課題であるということは明らかである。

1.3　日本における金融教育の位置付け
日本における金融教育の位置づけとして、高等学
校における学習指導要領の中では、図１のように家
庭基礎・家庭総合の中に「金融」というワードが出
てきている。
また、学習指導要領の「C　持続可能な消費生

活・環境（1）生活における経済の計画」では「家
計管理については、収支バランスの重要性ととも
に、リスク管理も踏まえた家計管理の基本について
理解できるようにする。その際、生涯を見通した経
済計画を立てるには、教育資金、住宅取得、老後の
備えの他にも、事故や病気、失業などリスクへの対
応が必要であることを取り上げ、預貯金、民間保
険、株式、債券、投資信託等の基本的な金融商品の
特徴（メリット、デメリット）、資産形成の視点に
も触れるようにする。」（文部科学省，2018）と明記
されており、金融リテラシーを高め、計画的に経済
設計ができ、経済的に自立して良い暮らしが送れる
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ようにといったことを目標に、日本では2022年の４
月から「金融教育」が必須となった背景がある。

1.4　日本の金融リテラシーの現状
前項で2022年の４月より金融教育が必修化となっ
た背景について触れたが、日本の金融リテラシーの
現状も関わっている。
金融広報中央委員会による金融リテラシー調査

（2019）によると、日本の金融リテラシーの水準は
世界と比較すると低位に留まっているという現状が
ある。図１に、2019年に金融広報中央委員会が公表
している各国の金融リテラシー正誤問題における正
答率の平均比較をグラフ化したものを示した。日本

は調査参加国30か国のうち、22位という位置にとど
まっている状態である。
当調査では、アメリカとの比較調査も実施されて
おり、類似した正誤問題の平均点はアメリカと比較
し、日本は約６ポイント低い47点だった。
そこで金融リテラシー調査（2019）で上位だった
フィンランド及び、日本と近い順位であったイギリ
ス、日本との比較調査したアメリカではどのような
取り組みを行っているのか次項に記していく。

図表１ 　文部科学省　高等学校　学習指導要領（平成30年告示）解説「第２章　第９節　家庭」
より抜粋し筆者作成
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２	 先行研究

2.1　フィンランドの教育制度
まずフィンランドの基本的な教育制度について、

「義務教育前に１年間の就業前教育に参加する権利
をはじめ一般教養を培うための９年間の義務教育、
職業教育と普通教育の後期中等教育段階、専門大学
AMKと大学で受けられる最上位の高等教育から成
り立っている。」と述べられている（Mäkipää Heikki, 
2007）。
また、公民の教科書の中では、「個人の家計」「国
民経済」「経済政策」などの項目を含めた数十ペー
ジにわたる経済の記述があり、その中でも「就労証
明書」など、移民の多いヨーロッパにおいては、生
徒の今後の生活に関わる身近な内容を扱っていると
述べられている（中嶋、片岡、宮崎，2005）。
このように公民の教科書にも一部経済に関する記
述があるフィンランドだが、金融教育に注目して見
ていくと、金融教育は基礎教育の全ての科目にリン
クする教科横断型の科目として、「労働生活能力と
起業家精神」の一部に組み込まれている。これは金
融教育単体ということではなく、起業家教育とセッ
トで組み込まれている状態である。
さらにフィンランドの基礎教育９年目には、個人
や世帯のレベルで適用可能な財務管理スキルを学ぶ
金融リテラシーの科目と、個人の財務管理を超えた
さまざまな問題における経済分析への重要な経済原
則の適用に関連する経済リテラシー科目を組み合わ
せた経済学カリキュラムが含まれている。

2.2　フィンランドの金融教育の特徴
フィンランドの教育の大きな特徴として、金融教
育・起業家教育を含めた消費者教育では「joy of 
learning」に基づきゲームを活用した事例が多いこ
とが挙げられる。
フィンランドの消費者教育は「ゲーム学習のよう
に、興味を持って楽しく学べるよう多様なゲーム学
習が開発されている」と述べられている（大原、長
嶋，2003）。
また、フィンランドで実際に活用されている学習
プログラムには、ゲームをベースとした学習プログ

ラムがあり、その中から２つのプログラムを以下に
記載する。
①　Yrityskylä
これは経済情報局を通じて運営される６年生、９
年生向けの物理的プログラムである。このプログ
ラムでは学生は５人１組のビジネス組織という設
定で、購入決定を下したり、ローンを申請また投
資決定を下したりといったことを体験する。そし
てゲームプレイに必要なスキルに関するいくつか
のレッスンもある。
②　Oma Onni
西フィンランドの専門学校によって生産された専
門学校の学生によって制作されたウェブベースの
学習環境プログラムである。学習教材の分野は、
ワーキングライフ、日々の財務問題から、借入や
起業家精神といった多岐にわたる分野となってい
る。オンラインゲームと課題で構成されている。
これらを含めたゲームをベースとした学習プログ
ラム、ゲーミフィケーションの効果についても研究
されており、フィンランドの中等学校の金融教育に
おける３つの異なる形態のゲーミフィケーションに
焦点を当てた研究では、ゲーミファイド教育が金融
トピックの学習を促進することを示唆しており、
ゲームベースの介入が経済問題に対する学生の関心
にプラスの影響を及ぼすと判明している。（Kalmi 
Rahko, 2022）
そして、フィンランドの金融教育の特徴である、

「体系的」かつ「継続的」ということや、ゲーム学
習の必要性といった部分に関しては、アマギールに
よる金融リテラシーの定義においても証明されてお
り、知識と理解といった第１段階からスキルと行動
といった第２段階、そして態度と自信といった第３
段階への変化が重要と判明している。（Amagir, 
2017）
また竹本も「金融教育には知識教育からPBL的
な教育といった段階的・体系的な遷移が必要であ
る」と述べており、すでに2017年よりPBL的な教
育の必要性について論じられてきた（竹本，2017）。
さらにゲーミフィケーションについては、「高等
学校の総合的な学習の時間においてゲーミフィケー
ションをアクティブラーニング型授業に活用するこ
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とで、グループ学習に関して生徒が能動的に取り組
み、学級への信頼が醸成される可能性が期待でき
る」と述べられている（坂井、福山、向後，2018）。
なおゲーミフィケーションの必要性は、福井大学
としても研究をしており、竹本は金融教育方法の普
及手段として、疑似体験型の金融教育の提言を行っ
ており、「オンラインゲームを活用した起業やビジ
ネス教育は、将来の金融・経済に関するリテラシー
の向上につながる」ことが判明している（竹本，
2012、竹本、大江，2021）。

2.3　イギリスの金融教育
ここまでフィンランドの金融教育について述べて
きたが、そのほかの国の金融教育の現状はどのよう
なものなのか、まずはイギリスから見ていく。
イギリスの教育の特徴として「筆記試験やレポー
トが重要」と述べられており、現在の日本と少し似
ている部分があると言える（Teichler, 2018）。また、
橋長によるとイギリスでのパーソナルファイナンス
教育の位置付けは、「数学」「シティズンシップ」
「個人の社会経済および健康教育を行う教科」（ナ
ショナルカリキュラム）の中に組み込まれているも
のの、その比重があまり高いとはいえないと述べら
れている（橋長，2018）。
1.4にて提示した2019年に金融広報中央委員会が
公表している各国の金融リテラシー正誤問題におけ
る正答率の平均比較でも、イギリスは19位であり、
日本よりは順位が高いものの全体としては低く、イ
ギリスの取り組みでは金融リテラシー向上への影響
は弱いのではないかと考えられる。

2.4　アメリカの金融教育
アメリカについて、福原によると、日本の学習指
導要領に相当するような、全国統一的な教育カリ
キュラムは存在せず、この教育制度は「金融教育活
動にも大きく影響を及ぼしている」とされている。
また学校の現場の課題として、教師の金融リテラ
シーが一般人とさほど変わらない程度に止まってい
ることが多いとも述べられている（福原，2008）。
つまり、アメリカの金融教育は、日本とは違い、
民間が主体で進めているものの、いまだ課題も残さ

れている状態であると言える。

2.5　小括
金融リテラシーが高いフィンランドでは、教科横
断型を活用しており、個人や世帯のレベルで適用可
能な財務管理スキルなど身近な生活で必要な学習を
中心に金融教育が実施されている。イギリス、アメ
リカにおける金融教育の実態として、両国とも教育
制度における金融教育の実態をベースとして、民間
企業が社会的責任として、金融教育による金融リテ
ラシー向上への取組みを進める一方で、イギリス、
アメリカともに課題も挙げられた。

３	 仮説の設定と検証方法

3.1　日本の金融教育の課題点
これまで金融リテラシー調査で上位だったフィン
ランドや日本と近い順位だったイギリスなどについ
て、各国の金融教育における実態を確認した。
ここで、日本における金融教育の現状について改
めて確認をしていくと、金融広報中央委員会によれ
ば「金融教育は、小学生から高校生までの発達段階
に応じ、年齢層別の教育目標に沿って実践頂くこと
が基本」であるとしており、金融教育の目的を実現
する上で重要な概念として①「生きる力」、「自立す
る力」②「社会とかかわり、公正で持続可能な社会
の形成を意識し行動する力」③「合理的で公正な意
思決定をする力」、「自己責任意識」④「お金と向き
合い、管理する力」の４つの力を定義している。ま
た金融広報中央委員会は金融リテラシーマップ「金
融教育プログラム　学校における金融教育の年齢層
別目標」を作成し、４つの「分野目標」に対して、
どのレベルまで到達すればいいのか、どのような知
識を身につけるべきかが定義されている。たとえば
高校生の場合、「生活設計・家計管理に関する分野」
では生涯収入や主な支出、住宅ローン・奨学金の返
済方法を身につける、「キャリア教育に関する分野」
では起業に関する必要な知識、将来の夢を実現する
ための手段と実践する態度を身につける、とされて
いる。
このように到達すべく目標は明確になっており、
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それに対する手段として、行政および企業が作成し
た教材の提供など、学習環境や体制は整っている。
しかしながら、金融及び経済に詳しくない家庭科及
び社会科の教師が金融教育に関する授業を実施する
懸念などがあげられ、授業内容が「知識詰込み型」
になっているのではないかと考えられる。
また大藪・奥田によると日本の金融経済教育の課
題点として、教育現場では、金融経済教育を実践す
る時間を確保することも困難であると述べており、
また学校で行われている消費者教育や金融教育は、
本来人間発達を目的としているはずであるが、その
視点よりも、その時点での問題を解決する、いわば
対症療法的な知識提供に重点を置きがちなものと
なっていると指摘している。そして学校教育では、
教科間の連携がとりにくく、教師が独自に金融経済
教育を実施しなければならない状況にあるとも述べ
られている。（大藪、奥田，2014）
そのような教育現場の状況下、一部の学校では、
金融教育に関する課題解決策の一つとして、外部講
師による金融教育の実施などが挙げられ、そのうち
の一つが「PROMISE 金融経済教育」による体系的
セミナーである。
上述を踏まえ、第１章では日本における金融教育
を取り巻く環境の変化を確認し、第２章では、海外
における先行事例により金融・経済に関する能動的
な学習意欲及び身近な生活で活用できるスキルを金
融教育として身に付けることが重要であるとわかっ
た。また日本における金融教育を広める環境や体制
が整備されつつあるも、教師による金融教育実施へ
の懸念が挙げられた。しかしながら、日本における
状況は、金融教育の普及に向けてコンテンツが拡充
しつつも、学校現場における教師の金融リテラシー
スキルや、受講者に合わせた身近な生活に関する授
業の構成などが課題としてあげられる。

3.2　本研究の仮説
前項より、日本の金融教育は、金融広報中央委員
会により「金融リテラシーマップ」が作成され、目
指すべき方向性は明確になっているものの、現段階
で「金融教育」は、家庭科を中心に、社会科や総合
的な学習の時間といった、ごく一部の教科・科目と

して取り込まれている状態である。また、身近な生
活における事例などを踏まえた授業ではなく、「知
識詰込み型」ということが課題と捉え、本研究では
以下仮説を立てた。
仮説としては、先行研究で提示したフィンランド
の金融教育のように、生徒の生活に関わる身近な内
容からアプローチをして、体系的な金融教育かつ、
金融・経済に関する能動的な学習意欲が金融リテラ
シー向上への効果があるのではないか、というもの
である。

3.3　研究手法
現在実施されている金融教育について、その効果
を明らかにするためにアンケート調査実施し、その
結果から構造方程式モデリングを用いて分析し、仮
説の検証や要素の影響度合いを考察した。
仮説を検証するにあたって、CF社が実施してい

る「PROMISE金融経済教育セミナー」の受講者ア
ンケートのデータを使用する。当アンケートでは、
金融・経済に関する能動的な学習意欲を確認するた
めの内容「学ぶ意欲」「将来の費用意識」「日常生活
の金融経済関心」「自己肯定感」と、「PROMISE金
融経済教育セミナー」の「セミナー満足度」及び、
セミナー受講者による金融リテラシーの「テストス
コア」となっている。本研究のセミナー受講者は、
学習指導要領改訂により金融教育が拡充され、金融
教育について、学ぶ機会のある福井県内の私立高等
学校の生徒（以下、私立高校生）34名と、すでに高
等学校による教育課程を修了している同県内の専門
学校（以下、専門学生）の学生37名である。また
CF社社員がセミナー講師を務め、高等教育におけ
る学習指導要領解説の金融教育拡充された観点か
つ、生活に関わる身近な内容からのアプローチを鑑
み、「契約」「ローン・クレジット」「金融トラブル」
に関する講義型体系的セミナー（対面）を実施し
た。
受講者アンケートはセミナーの事前と事後の計２
回収集し、そのデータの比較により金融教育の効果
を調査した。なお本研究では２つの属性の異なる
データを使用しており、１つ目のデータは、私立高
校生27名（回収率：79％）、２つ目のデータは、専
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門学生34名（回収率：92％）である。事後アンケー
トはセミナー後、約１ヶ月の間に私立高校生29名
（回収率：85％）、専門学生33名（回収率：89％）分
のアンケートを集計した。
次にアンケート用紙を参考１と参考２に提示す
る。アンケートの問題数としては事前アンケートが
25問、事後アンケートが事前アンケートの25問の内
容に１問加えた全部で26問である。

3.4　検証方法
分析では構造方程式モデリングを用いた。観測変
数として図表２のように「学ぶ意欲」「将来の費用
意識」「日常生活の金融経済関心」「自己肯定感」
「セミナー満足度」「テストスコア」の６つ作成し、
アンケートの問いをこれら６つに分類した。

４	 検証結果

4.1　アンケート結果
まず、事前事後アンケートの結果として、金融リ
テラシーに関する知識に関する項目では、私立高校
生と専門学生の事前アンケートに差異はあまり見受
けられなかったものの、事後アンケートでは、全体
的に専門学生のスコアが私立高校生と比べ、高い傾
向であった。また行動特性・考え方に関する項目に
ついて、Q1-1「何かを買う前に、それを買う余裕
があるかどうか注意深く考える」では私立高校生の
事前アンケート84.4％、事後アンケート87.6％と3.2
ポイント増であり、専門学生の事前アンケート
87.7％、事後アンケート93.3％と5.6ポイント増とい
う結果から「PROMISE金融経済教育セミナー」を
受講により、慎重性がやや増加することがわかっ
た。また、Q2-2「あなた自身がどのくらい支出し
ているか、その金額を把握していますか」では、私
立高校生の事前アンケート55.9％、事後アンケート
45.5％と10.4ポイント減であり、専門学生の事前ア
ンケート55.6％、事後アンケート48.4％と7.2ポイン
ト減という結果となった。このような結果からセミ
ナー受講までは支出を把握していると思い込んでい
たものの、「PROMISE金融経済教育セミナー」を
受講したことで、支出に関して、把握していなかっ

たということが推測される。
金融リテラシーに関する知識や金融における行動
特性・考え方など項目別に一部、傾向が確認でき
た。サンプル数からも継続したアンケート取集によ
る集計が必要であったものの、私立高校生と専門学
生別に分けた構造方程式モデリングを用いた分析結
果は以下のとおりである。

4.2　検証結果（高校生）
まず、高校生を対象としたデータ分析の結果を図
２に示す。
モデルの適合度は、GFI＝0.948、AGFI＝0.863、

RMSEA＝0.000、SRMR＝0.0892であった。相関関
係としては、以下の通りである。
・「セミナー満足度」には「学ぶ意欲」、「将来の費
用意識」「自己肯定感」が影響している。
・「テストスコア」には「自己肯定感」、「日常の金
融経済への関心」が影響している。
・「将来の費用意識」には「学ぶ意欲」が影響して
いる。
・「自己肯定感」には「日常の金融経済への関心」
が影響している。
このパス図において正の相関が強く出ていたとこ
ろは「日常の金融経済への関心」から「テストスコ
ア」へ伸びている係数である。こちらは0.36と他の
係数よりも強く相関が出ている。つまり、日常にお
いて金融経済への関心の大小が、テストスコアの大
小へと大きく影響していることがわかる。
また、「日常の金融経済への関心」から「自己肯
定感」に伸びた係数は0.33であり、日常において金
融経済への関心の大小が、自己肯定感の大小へと大
きく影響していることがわかる。

4.3　検証結果（専門学校生）
次に専門学校生を対象としたデータ分析の結果を
図３に示す。
モデルの適合度は、GFI＝0.955、AGFI＝0.882、

RMSEA＝0.000、SRMR＝0.0533であった。相関関
係としては、以下の通りである。
・「セミナー満足度」には「学ぶ意欲」、「将来の費
用意識」「自己肯定感」が影響している。
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図表２　観測変数の構成

12 
 

＜図表２＞観測変数の構成 

 

観観測測変変数数（（ 点点数数幅幅）） アアンンケケーートト のの問問いい 得得点点

学ぶ意欲

（ 0～1） Q24 1. 思う 1点

2. 思わない 0点

将来の費用意識

（ 0～24） Q6-1～6-8 1. 意識している 1点

2. 意識していない 0点

Q7-1～7-8 1. 意識している 1点

2. 意識していない 0点

Q8-1～8-8 1. 意識している 1点

2. 意識していない 0点

自己肯定感

（ 0～3） Q13 1. と ても高い 3点

2. どちらかといえば高い 3点

3. 平均的 2点

4. どちらかといえば低い 1点

5. と ても低い 1点

6. わからない 0点

日常生活の金融経済関心

（ 0～7） Q17 1. 仕組みや支払方法を理解している 4点

2. 支払方法は理解している 3点

3. 仕組みは理解している 2点

4. 名前は聞いたことがある程度で、 ほとんどわからない 1点

5. まったく わからない 0点

Q18 1. 成年になるとできるよう になることなど、 内容をよく 知っている 3点

2. 成年年齢が20歳から 18歳に引き下げら れるこ と は知っ ているが、 それ以上詳し い内容は

知ら ない
2点

3. 見聞きしたことはあるが、 具体的な年齢などは知らなかった 1点

4. 成年年齢が引き下げられること自体知らない 0点

セミ ナー満足度

（ 0～4） Q26 1. 満足していない 0点

2. どちらかといえば満足していない 1点

3. どちらかともいえない 2点

4. どちらかといえば満足している 3点

5. 満足している 4点

テスト スコア

（ 0～9） Q3 1. 家計簿などで、 収支を管理する 0点

2. 本当に必要か、 収入はあるかなどを考えたう えで、 支出をするかどう かを判断する 0点

3. 収入のう ち、 一定額を天引きにするなどの方法により 、 貯蓄を行う 0点

4. 支払を遅らせるため、 分割払を多用する 1点

5. わからない 0点

Q4 1. キャッ シュレス決済を自分の収入に合わせて計画的に利用する 0点

2. キャッ シュレス決済の未決済額（ 後払い額） は、 実質的には借金である 0点

3. キャッ シュレス決済には手数料が発生しない 1点

4. 利用代金を支払わないと 、 以降の使用ができなく なることがある 0点

5. わからない 0点

Q9 1. 預け入れた金額は全く 同じのため、 二人の預金残高は同じである 0点

2. 各年の預け入れが多いため、 太郎の預金残高の方が多い 0点

3. 預け入れ額が多いため、 花子の預金残高の方が多い 0点

4. 複利で利息がつく 期間が長いため、 花子の預金残高の方が多い 1点

5. わからない 0点

Q10 1. 一生涯の生活費、 子の教育費、 医療費 0点

2. 子の教育費、 住宅購入費、 老後の生活費 1点

3. 住宅購入費、 医療費、 親の介護費 0点

4. わからない 0点

Q11 1. 自分にとって、 その契約が本当に必要なのかを、 改めて考える 0点

2. 解約できるかどう かや、 解約時に違約金が発生するかを確認する 0点

3. 業者から詳し く 説明を聞いて契約し 、 契約書は後でゆっく り 読む 1点

4. 契約締結に当たり 、 必要に応じて、 第三者にアド バイスを求める 0点

5. わからない 0点

Q12 1. セキュリ ティ 対策ソフト を最新版にした 0点

2. メ ールが届いたが、 心当たり のないアド レスだったので、 開かなかった 0点

3. インターネッ ト カフェ のパソコンを使って、 銀行取引をした 1点

4. 入力事項に間違いがないか、 何度も確認した 0点

5. わからない 0点

Q14 1. 30年の方が、 支払う 利息の総額は多く なる 1点

2. 15年の方が、 支払う 利息の総額は多く なる 0点

3. 支払う 利息の総額は変わらない 0点

4. わからない 0点

Q15 1. 2年未満 0点

2. 2年以上5年未満 1点

3. 5年以上10年未満 0点

4. 10年以上 0点

5. わからない 0点

Q16 1. 消費生活センター 0点

2. 金融ADR制度 0点

3. 格付会社 1点

4. 弁護士 0点
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・「テストスコア」には「自己肯定感」、「日常の金
融経済への関心」が影響している。
・「将来の費用意識」には「学ぶ意欲」が影響して
いる。
・「自己肯定感」には「日常の金融経済への関心」
が影響している。
相関関係は図２に示した高校生のパス図と同様で
あるが、パス係数が高校生のパス図よりも全体的に
大きくなっていることがわかる。
ここで注目したのが、「学ぶ意欲」から「将来の
費用意識」へ、「将来の費用意識」から「セミナー

満足度」に伸びたパス図である。この時の係数は
0.48と0.34であり、強い正の相関があることがわか
る。学ぶ意欲が強い人ほど、将来の費用も強く意識
しており、それに伴ってセミナーの満足度が高いと
いう傾向がある。これは、専門学校という環境が大
きく影響をしているのではないかと考えられる。
つぎに「日常の金融経済への関心」から「テスト
スコア」に、「日常の金融経済への関心」から「自
己肯定感」に伸びたパス図の係数は0.39と0.42であ
り、日常において金融経済への関心の大小が、テス
トスコアや自己肯定感の大小へと大きく影響してい
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44..検検証証結結果果  

４４－－１１．．アアンンケケーートト結結果果  
まず、事前事後アンケートの結果として、金融リテラシーに関する知識に関する項目では、

私立高校生と専門学生の事前アンケートに差異はあまり見受けられなかったものの、事後
アンケートでは、全体的に専門学生のスコアが私立高校生と比べ、高い傾向であった。また
行動特性・考え方に関する項目について、Q1-1「何かを買う前に、それを買う余裕がある
かどうか注意深く考える」では私立高校生の事前アンケート 84.4%、事後アンケート 87.6%
と 3.2 ポイント増であり、専門学生の事前アンケート 87.7%、事後アンケート 93.3%と 5.6
ポイント増という結果から「PROMISE 金融経済教育セミナー」を受講により、慎重性がや
や増加することがわかった。また、Q2-2「あなた自身がどのくらい支出しているか、その
金額を把握していますか」では、私立高校生の事前アンケート 55.9%、事後アンケート 45.5%
と 10.4 ポイント減であり、専門学生の事前アンケート 55.6%、事後アンケート 48.4%と 7.2
ポイント減という結果となった。このような結果からセミナー受講までは支出を把握して
いると思い込んでいたものの、「PROMISE 金融経済教育セミナー」を受講したことで、支
出に関して、把握していなかったということが推測される。 
金融リテラシーに関する知識や金融における行動特性・考え方など項目別に一部、傾向が

確認できた。サンプル数からも継続したアンケート取集による集計が必要であったものの、
私立高校生と専門学生別に分けた構造方程式モデリングを用いた分析結果は以下のとおり
である。 
４４－－２２．．検検証証結結果果（（高高校校生生））  
まず、高校生を対象としたデータ分析の結果を図 2 に示す。 

 
＜図 2＞高校生に対するアンケート結果を示すパス図 

図２　高校生に対するアンケート結果を示すパス図
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 モデルの適合度は、GFI=0.948、AGFI=0.863、RMSEA=0.000、SRMR=0.0892 であった。
相関関係としては、以下の通りである。 
・「セミナー満足度」には「学ぶ意欲」、「将来の費用意識」「自己肯定感」が影響している。 
・「テストスコア」には「自己肯定感」、「日常の金融経済への関心」が影響している。 
・「将来の費用意識」には「学ぶ意欲」が影響している。 
・「自己肯定感」には「日常の金融経済への関心」が影響している。 
このパス図において正の相関が強く出ていたところは「日常の金融経済への関心」から

「テストスコア」へ伸びている係数である。こちらは 0.36 と他の係数よりも強く相関が出
ている。つまり、日常において金融経済への関心の大小が、テストスコアの大小へと大きく
影響していることがわかる。 
また、「日常の金融経済への関心」から「自己肯定感」に伸びた係数は 0.33 であり、日常

において金融経済への関心の大小が、自己肯定感の大小へと大きく影響していることがわ
かる。 
 
４４－－３３．．検検証証結結果果（（専専門門学学校校生生））  
次に専門学校生を対象としたデータ分析の結果を参考 1 に示す。 

 
＜図 3＞専門学校生に対するアンケート結果を示すパス図 

 
 モデルの適合度は、GFI=0.955、AGFI=0.882、RMSEA=0.000、SRMR=0.0533 であった。
相関関係としては、以下の通りである。 
・「セミナー満足度」には「学ぶ意欲」、「将来の費用意識」「自己肯定感」が影響している。 
・「テストスコア」には「自己肯定感」、「日常の金融経済への関心」が影響している。 
・「将来の費用意識」には「学ぶ意欲」が影響している。 

図３　専門学校生に対するアンケート結果を示すパス図
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ることがわかる。こちらについては高校生と同じ考
察ができ、関心が高いと、私生活や学びの場におい
ても自己に対する自信がつくと考えられる。

５	 考察

5.1　検証結果の考察（高校生）
高校生の分析結果から見る考察としては、真面目
な授業よりも、「日常の金融経済への関心」を後押
しできるようなセミナーを実施すれば、テストスコ
アがあがるという考察ができる。関心が高まると私
生活や学びの場においての自己に対する自信がつく
ということも考察できる。このことから、時事を絡
めて常に生徒の興味関心をひくセミナーを行うこと
が望まれる。
先行研究で紹介したフィンランドのゲーミフィ
ケーションを取り入れた金融教育を参考に、日本の
金融教育でも取り入れ、継続的に金融経済への興味
を持たせると効果的である。例えば「アクティブ
ラーニング＋ゲーミフィケーション＋インプット型
セミナー」といった体系的な授業パッケージとし、
繰り返し継続的に実践していくことが求められる。

5.2　検証結果の考察（専門学校生）
専門学校生の分析結果から見る考察としては、高
校生同様、「日常の金融経済への関心」を後押しす
るセミナーを実施すれば、テストスコアがあがるこ
とが言える。また、「学ぶ意欲」が強い人は、「将来
の費用意識」が高く、セミナーの満足度が高いとい
うことに着目すると、専門学校は社会に出て即戦力
となるような学びをする場であるため、「企業から
来た外部講師が講義を行う」ということ自体が「学
ぶ意欲」を刺激し、セミナー満足度を高めた可能性
が考えられる。このことから、外部講師による講義
は効果的ということも分析からは判明した。
つまり、時事を絡めて常に学生の興味関心をひく
セミナーが望まれ、また、学ぶ意欲と将来の費用意
識の相関から、社会に出てすぐに使える金融の知識
を学べる講義が効果的であると言える。そして外部
講師の活用もプラスの影響を与えることがわかった。

5.3　仮説の検証
今回の研究において２つの属性のアンケート分析
からは、以上のことが考察できる。また、改めて仮
説の検証を行うと、高校生・専門学生を対象とした
アンケート結果から見えた共通点として、「日常の
金融経済への関心」がテストスコアに繋がるという
ことがわかった。
つまり、「先行研究で提示したフィンランドの金
融教育のように、生徒の生活に関わる身近な内容か
らアプローチをして、体系的金融教育を実施するこ
とで効果があるのではないか。」という仮説は正し
いと言える。

5.4　最後に
冒頭で述べたとおり、2022年から2024年にかけて
は、政府主導の下、日本の金融教育にとってエポッ
クメイキングの年となることは間違いないであろ
う。またフィンランドをはじめ多くの国が既に金融
教育を国家戦略として位置付けており、社会的レジ
リエンスや金融リテラシーを身につけることによる
国民の幸福度の上昇を狙っている。
2022年に学習指導要領が改訂され、日本の高等学
校における金融教育が必須となったものの、学校で
の教育は範囲が限定的であり、また時間という制約
もあるなど様々な問題があるのも事実である。この
限られた時間の中のみで金融リテラシーを身につけ
させるのではなく、金融や経済に対して、自らが日
常的に興味・関心を持ち続けることができるような
基盤作りを行うべきではないだろうか。金融教育の
本質は、自ら将来や社会の発展のために、自らがど
のような経済活動をすべきかを判断する能力を養う
ことこそ肝要であると考える。
また日本の金融教育が大きな転換点を迎えた2022
年、成年年齢の引き下げ、高等学校の学習指導要領
の改訂、そして岸田内閣が推進する資産倍増計画
は、今後の日本における金融教育の重要性を示すも
のである。2011年よりCSR活動としてCF社が展開
する「PROMISE金融経済教育セミナー」は累計動
員数150万人を達成し、国内における金融教育を展
開する行政および他企業が展開するセミナー動員数
より多く、全国各地の教育機関での金融教育におけ
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る社会貢献活動に尽力していることがわかる。社会
情勢における金融教育の重要性の意識変化に伴い、
今後もCF社が展開する「PROMISE金融経済教育
セミナー」の役割はCSR活動の一環として、拡大・
拡充していくであろう。また、本研究では、生活に
関わる身近な内容からアプローチした体系的金融教
育を実施することによる効果を検証したが、日本に
おける金融教育のあり方については、引続き分析・
検証が必要である。また金融広報中央委員会による
金融リテラシー調査によるOECD調査対象参加国
であるフィンランド及び英国、アメリカと比較を踏
まえて、今後の日本における金融教育は学習指導要
領及び日本の教育現場における金融教育の実態と向
き合いながら、企業におけるCSR活動としての金
融教育による教育機関への支援により、日本国民の
金融リテラシー向上に寄与していくと期待したい。
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〈参考１〉事前アンケート（25問）

19 
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